
 

 

平成３０年第３回 
 

富谷市議会定例会議案書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年８月２９日提出 

 

 

 

 

富 谷 市 



 

 

平成３０年第３回 富谷市議会定例会議案 

 

目    次 

 

議 案 

議案第 １号 富谷市介護保険条例の一部改正について・・・・・・・・・・・・・  １ 

 

議案第 ２号 富谷市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する 

       基準を定める条例の一部改正について・・・・・・・・・・・・・・  ４ 

 

議案第 ３号 富谷市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営 

       並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果 

       的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正について・・・ １４ 

 

議案第 ４号 富谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の 

       一部改正について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 

 

議案第 ５号 富谷市都市公園条例の一部改正について・・・・・・・・・・・・・ ２３ 

 

議案第 ６号 平成３０年度富谷市一般会計補正予算（第３号）・・・・・・・・・ 別冊 

 

議案第 ７号 平成３０年度富谷市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）・・・ 別冊 

 

議案第 ８号 平成３０年度富谷市下水道事業特別会計補正予算（第２号）・・・・ 別冊 

 

議案第 ９号 平成３０年度富谷市介護保険特別会計補正予算（第２号）・・・・・ 別冊 

 

議案第１０号 平成３０年度富谷市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）・・ 別冊 

 



 

 

議案第１１号 平成３０年度富谷市水道事業会計補正予算（第２号）・・・・・・・ 別冊 

 

議案第１２号 土地の取得について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５ 

 

議案第１３号 平成３０年度市道穀田三ノ関線道路改良工事請負契約の締結について ２７ 

 

議案第１４号 教育委員会教育長の任命につき同意を求めることについて・・・・・ ２８ 

 

議案第１５号 黒川地域行政事務組合規約の変更について・・・・・・・・・・・・ ２９ 

 

諮 問 

 諮問第 １号 人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて・・・ ３３ 

 

認 定  

 認定第 １号 平成２９年度富谷市一般会計歳入歳出決算の認定について・・・・・  別冊 

 

 認定第 ２号 平成２９年度富谷市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定につい

て・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 別冊 

 

 認定第 ３号 平成２９年度富谷市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について 別冊 

 

 認定第 ４号 平成２９年度富谷市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について・ 別冊 

 

 認定第 ５号 平成２９年度富谷市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定につ 

いて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 別冊 

 

 認定第 ６号 平成２９年度富谷市水道事業会計利益処分及び決算の認定について・ 別冊 

 



1 
 

議案第 １号 

 

   富谷市介護保険条例の一部改正について 

 富谷市介護保険条例（平成１２年富谷町条例第１号）の一部を別紙のとおり改正す

る。 

 

 

  平成３０年８月２９日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 介護保険法施行令等の一部を改正する政令（平成３０年政令第５６号）による介護保

険法施行令（平成１０年政令第４１２号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。 



 

   富谷市介護保険条例の一部を改正する条例 

 富谷市介護保険条例（平成１２年富谷町条例第１号）の一部を次のように改正する。 

2 
 

改 正 後 現 行 

第１条 略 

 （保険料額） 

第２条 平成３０年度から平成３２年度までの

各年度における保険料額は，次の各号に掲げ

る第１号被保険者の区分に応じそれぞれ当該

各号に定める額とする。 

 ⑴～⑸ 略 

 ⑹ 次のいずれかに該当する者 ８２，８０

０円 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号

）第２９２条第１項第１３号に規定する

合計所得金額（以下「合計所得金額」と

いう。）（租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第３３条の４第１項若し

くは第２項，第３４条第１項，第３４条

の２第１項，第３４条の３第１項，第３

５条第１項，第３５条の２第１項又は第

３６条の規定の適用がある場合には，当

該合計所得金額から政令第２２条の２第

２項に規定する特別控除額を控除して得

た額とする。以下この項において同じ。

）が１２０万円未満である者であり，か

つ，前各号のいずれにも該当しないもの 

  イ 略 

 ⑺～⑿ 略 

２ 略 

第３条～第１６条 略 

第１条 略 

 （保険料額） 

第２条 平成３０年度から平成３２年度までの

各年度における保険料額は，次の各号に掲げ

る第１号被保険者の区分に応じそれぞれ当該

各号に定める額とする。 

 ⑴～⑸ 略 

 ⑹ 次のいずれかに該当する者 ８２，８０

０円 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号

）第２９２条第１項第１３号に規定する

合計所得金額（以下「合計所得金額」と

いう。）（租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第３３条の４第１項若し

くは第２項，第３４条第１項，第３４条

の２第１項，第３４条の３第１項，第３

５条第１項，第３５条の２第１項又は第

３６条の規定の適用がある場合には，当

該合計所得金額から政令第３８条第４項 

  に規定する特別控除額を控除して得

た額とする。以下この項において同じ。

）が１２０万円未満である者であり，か

つ，前各号のいずれにも該当しないもの 

  イ 略 

 ⑺～⑿ 略 

２ 略 

第３条～第１６条 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 
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   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第 ２号 

 

   富谷市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正について 

 富谷市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２５年富谷町条例第１４号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

平成３０年８月２９日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 介護保険法施行規則等の一部を改正する等の省令（平成３０年厚生労働省令第３０

号）による指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準（平成１

８年厚生労働省令第３４号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。 



 

   富谷市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例 

 富谷市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２５年富谷町条例第１４号）の一部を次のように改正する。 
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改 正 後 現 行 

第１条～第４条 略 

 （指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

第５条 前条に規定する援助等を行うため，指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護におい

ては，次に掲げるサービスを提供するものと

する。 

 ⑴ 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護の提供に当たる介護福祉士

又は法第８条第２項に規定する政令で定め

る者（介護保険法施行規則（平成１１年厚

生省令第３６号。以下「施行規則」という

。）第２２条の２３第１項に規定する介護

職員初任者研修課程を修了した者に限る。

）をいう。以下この章において同じ。）が

，定期的に利用者の居宅を巡回して行う日

常生活上の世話（以下この章において「定

期巡回サービス」という。） 

 ⑵～⑷ 略 

第６条～第１５条 略 

 （法定代理受領サービスの提供を受けるため

の援助） 

第１６条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の提供の開始に際し，利用申込者

が施行規則               

第１条～第４条 略 

 （指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

第５条 前条に規定する援助等を行うため，指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護におい

ては，次に掲げるサービスを提供するものと

する。 

 ⑴ 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護の提供に当たる介護福祉士

又は法第８条第２項に規定する政令で定め

る者                 

                   

                   

                   

 をいう。以下この章において同じ。）が

，定期的に利用者の居宅を巡回して行う日

常生活上の世話（以下この章において「定

期巡回サービス」という。） 

 ⑵～⑷ 略 

第６条～第１５条 略 

 （法定代理受領サービスの提供を受けるため

の援助） 

第１６条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者は，指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の提供の開始に際し，利用申込者

が介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令
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改 正 後 現 行 

                  第６

５条の４各号のいずれにも該当しないときは

，当該利用申込者又はその家族に対し，居宅

サービス計画（法第８条第２４項に規定する

居宅サービス計画をいう。）の作成を指定居

宅介護支援事業者に依頼する旨を市に対して

届け出ること等により，指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護の提供を法定代理受領サ

ービスとして受けることができる旨を説明す

ること，指定居宅介護支援事業者に関する情

報を提供することその他の法定代理受領サー

ビスを行うために必要な援助を行わなければ

ならない。 

第１７条～第４５条 略 

 （指定夜間対応型訪問介護） 

第４６条 前条に規定する援助を行うため，指

定夜間対応型訪問介護においては，定期的に

利用者の居宅を巡回して行う夜間対応型訪問

介護（以下この章において「定期巡回サービ

ス」という。），あらかじめ利用者の心身の

状況，その置かれている環境等を把握した上

で，随時，利用者からの通報を受け，通報内

容等を基に訪問介護員等（指定夜間対応型訪

問介護の提供に当たる介護福祉士又は法第８

条第２項に規定する政令で定める者（施行規

則第２２条の２３第１項に規定する介護職員

初任者研修課程を修了した者に限る。）をい

う。以下この章において同じ。）の訪問の要

否等を判断するサービス（以下「オペレーシ

第３６号。以下「施行規則」という。）第６

５条の４各号のいずれにも該当しないときは

，当該利用申込者又はその家族に対し，居宅

サービス計画（法第８条第２４項に規定する

居宅サービス計画をいう。）の作成を指定居

宅介護支援事業者に依頼する旨を市に対して

届け出ること等により，指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護の提供を法定代理受領サ

ービスとして受けることができる旨を説明す

ること，指定居宅介護支援事業者に関する情

報を提供することその他の法定代理受領サー

ビスを行うために必要な援助を行わなければ

ならない。 

第１７条～第４５条 略 

 （指定夜間対応型訪問介護） 

第４６条 前条に規定する援助を行うため，指

定夜間対応型訪問介護においては，定期的に

利用者の居宅を巡回して行う夜間対応型訪問

介護（以下この章において「定期巡回サービ

ス」という。），あらかじめ利用者の心身の

状況，その置かれている環境等を把握した上

で，随時，利用者からの通報を受け，通報内

容等を基に訪問介護員等（指定夜間対応型訪

問介護の提供に当たる介護福祉士又は法第８

条第２項に規定する政令で定める者    

                    

                  をい

う。以下この章において同じ。）の訪問の要

否等を判断するサービス（以下「オペレーシ
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改 正 後 現 行 

ョンセンターサービス」という。）及びオペ

レーションセンター（オペレーションセンタ

ーサービスを行うための次条第１項第１号に

規定するオペレーションセンター従業者を置

いている事務所をいう。以下同じ。）等から

の随時の連絡に対応して行う夜間対応型訪問

介護（以下この章において「随時訪問サービ

ス」という。）を提供するものとする。 

２ 略 

第４７条～第５９条の８ 略 

 （指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針

） 

第５９条の９ 指定地域密着型通所介護の方針

は，次に掲げるところによるものとする。 

 ⑴～⑶ 略 

 ⑷ 地域密着型通所介護従業者  は，指定

地域密着型通所介護の提供に当たっては，

懇切丁寧に行うことを旨とし，利用者又は

その家族に対し，サービスの提供方法等に

ついて，理解しやすいように説明を行うも

のとする。 

 ⑸ 略 

 ⑹ 指定地域密着型通所介護事業者は，常に

利用者の心身の状況を的確に把握しつつ，

相談援助等の生活指導，機能訓練その他必

要なサービスを利用者の希望に添って適切

に提供する。特に，認知症（法第５条の２

第１項に規定する認知症をいう。以下同じ

。）である要介護者に対しては，必要に応

ョンセンターサービス」という。）及びオペ

レーションセンター（オペレーションセンタ

ーサービスを行うための次条第１項第１号に

規定するオペレーションセンター従業者を置

いている事務所をいう。以下同じ。）等から

の随時の連絡に対応して行う夜間対応型訪問

介護（以下この章において「随時訪問サービ

ス」という。）を提供するものとする。 

２ 略 

第４７条～第５９条の８ 略 

 （指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針

） 

第５９条の９ 指定地域密着型通所介護の方針

は，次に掲げるところによるものとする。 

 ⑴～⑶ 略 

 ⑷ 指定地域密着型通所介護従業者は，指定

地域密着型通所介護の提供に当たっては，

懇切丁寧に行うことを旨とし，利用者又は

その家族に対し，サービスの提供方法等に

ついて，理解しやすいように説明を行うも

のとする。 

 ⑸ 略 

 ⑹ 指定地域密着型通所介護事業者は，常に

利用者の心身の状況を的確に把握しつつ，

相談援助等の生活指導，機能訓練その他必

要なサービスを利用者の希望に添って適切

に提供する。特に，認知症（法第５条の２

   に規定する認知症をいう。以下同じ

。）である要介護者に対しては，必要に応
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改 正 後 現 行 

じ，その特性に対応したサービスの提供が

できる体制を整えるものとする。 

 （地域密着型通所介護計画の作成） 

第５９条の１０ 略 

２～４ 略 

５ 地域密着型通所介護従業者  は，それぞ

れの利用者について，地域密着型通所介護計

画に従ったサービスの実施状況及び目標の達

成状況の記録を行う。 

第５９条の１１～第５９条の２１ 略 

 （準用） 

第５９条の２２ 第９条から第１３条まで，第

１５条から第１８条まで，第２０条，第２２

条，第２８条，第３４条から第３８条まで，

第４１条，第５３条及び第５９条の２，第５

９条の４，第５９条の５第４項並びに前節（

第５９条の２０を除く。）の規定は，共生型

地域密着型通所介護の事業について準用する

。この場合において，第９条第１項中「第３

１条に規定する運営規程」とあるのは「運営

規程（第５９条の１２に規定する運営規程を

いう。第３４条において同じ。）」と，「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」と

あるのは「共生型地域密着型通所介護の提供

に当たる従業者（以下「共生型地域密着型通

所介護従業者」という。）」と，第３４条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者

」とあるのは「共生型地域密着型通所介護従

業者」と，第５９条の５第４項中「前項ただ

じ，その特性に対応したサービスの提供が

できる体制を整えるものとする。 

 （地域密着型通所介護計画の作成） 

第５９条の１０ 略 

２～４ 略 

５ 指定地域密着型通所介護従業者は，それぞ

れの利用者について，地域密着型通所介護計

画に従ったサービスの実施状況及び目標の達

成状況の記録を行う。 

第５９条の１１～第５９条の２１ 略 

 （準用） 

第５９条の２２ 第９条から第１３条まで，第

１５条から第１８条まで，第２０条，第２２

条，第２８条，第３４条から第３８条まで，

第４１条，第５３条及び第５９条の２，第５

９条の４，第５９条の５第４項並びに前節（

第５９条の２０を除く。）の規定は，共生型

地域密着型通所介護の事業について準用する

。この場合において，第９条第１項中「第３

１条に規定する運営規程」とあるのは「運営

規程（第５９条の１２に規定する運営規程を

いう。第３４条において同じ。）」と，「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」と

あるのは「共生型地域密着型通所介護の提供

に当たる従業者（以下「共生型地域密着型通

所介護従業者」という。）」と，第３４条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者

」とあるのは「共生型地域密着型通所介護従

業者」と，第５９条の５第４項中「前項ただ
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改 正 後 現 行 

し書の場合（指定地域密着型通所介護事業者

が第１項に掲げる設備を利用し，夜間及び深

夜に指定地域密着型通所介護以外のサービス

を提供する場合に限る。）」とあるのは「共

生型地域密着型通所介護事業者が共生型地域

密着型通所介護事業所の設備を利用し，夜間

及び深夜に共生型地域密着型通所介護以外の

サービスを提供する場合」と，第５９条の９

第４号，第５９条の１０第５項及び第５９条

の１３第３項中「地域密着型通所介護従業者

  」とあるのは「共生型地域密着型通所介

護従業者」と，第５９条の１９第２項第２号

中「次条において準用する第２０条第２項」

とあるのは「第２０条第２項」と，同項第３

号中「次条において準用する第２８条」とあ

るのは「第２８条」と，同項第４号中「次条

において準用する第３８条第２項」とあるの

は「第３８条第２項」と読み替えるものとす

る。 

第５９条の２３～第６０条 略 

 （従業者の員数） 

第６１条 単独型指定認知症対応型通所介護（

特別養護老人ホーム等（特別養護老人ホーム

（老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

第２０条の５に規定する特別養護老人ホーム

をいう。以下同じ。），同法第２０条の４に

規定する養護老人ホーム，病院，診療所，介

護老人保健施設，介護医療院，社会福祉施設

又は特定施設をいう。以下この項において同

し書の場合（指定地域密着型通所介護事業者

が第１項に掲げる設備を利用し，夜間及び深

夜に指定地域密着型通所介護以外のサービス

を提供する場合に限る。）」とあるのは「共

生型地域密着型通所介護事業者が共生型地域

密着型通所介護事業所の設備を利用し，夜間

及び深夜に共生型地域密着型通所介護以外の

サービスを提供する場合」と，第５９条の９

第４号，第５９条の１０第５項及び第５９条

の１３第３項中「指定地域密着型通所介護従

業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介

護従業者」と，第５９条の１９第２項第２号

中「次条において準用する第２０条第２項」

とあるのは「第２０条第２項」と，同項第３

号中「次条において準用する第２８条」とあ

るのは「第２８条」と，同項第４号中「次条

において準用する第３８条第２項」とあるの

は「第３８条第２項」と読み替えるものとす

る。 

第５９条の２３～第６０条 略 

 （従業者の員数） 

第６１条 単独型指定認知症対応型通所介護（

特別養護老人ホーム等（特別養護老人ホーム

（老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

第２０条の５に規定する特別養護老人ホーム

をいう。以下同じ。），同法第２０条の４に

規定する養護老人ホーム，病院，診療所，介

護老人保健施設，介護医療院，社会福祉施設

又は特定施設              
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じ。）に併設されていない事業所において行

われる指定認知症対応型通所介護をいう。以

下同じ。）の事業 を行う者及び併設型指定

認知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム

等に併設されている事業所において行われる

指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ

。）の事業を行う者（以下「単独型・併設型

指定認知症対応型通所介護事業者」という。

）が当該事業を行う事業所（以下「単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業所」と

いう。）ごとに置くべき従業者の員数は，次

のとおりとする。 

 ⑴～⑶ 略 

２・３ 略 

４ 前各項の単独型・併設型指定認知症対応型

通所介護の単位は，単独型・併設型指定認知

症対応型通所介護であってその提供が同時に

１人又は複数の利用者（当該単独型・併設型

指定認知症対応型通所介護事業者が単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者（富谷市指定地域密着型介護予防サービ

スの事業の人員，設備及び運営並びに指定地

域密着型介護予防サービスに係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準を定

める条例（平成２５年富谷町条例第１５号。

以下「指定地域密着型介護予防サービス基準

条例」という。）第５条第１項に規定する単

独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併

   に併設されていない事業所において行

われる指定認知症対応型通所介護をいう。以

下同じ。））の事業を行う者及び併設型指定

認知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム

等に併設されている事業所において行われる

指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ

。）の事業を行う者（以下「単独型・併設型

指定認知症対応型通所介護事業者」という。

）が当該事業を行う事業所（以下「単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業所」と

いう。）ごとに置くべき従業者の員数は，次

のとおりとする。 

 ⑴～⑶ 略 

２・３ 略 

４ 前各項の単独型・併設型指定認知症対応型

通所介護の単位は，単独型・併設型指定認知

症対応型通所介護であってその提供が同時に

１人又は複数の利用者（当該単独型・併設型

指定認知症対応型通所介護事業者が単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者（   指定地域密着型介護予防サービ

スの事業の人員，設備及び運営並びに指定地

域密着型介護予防サービスに係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準を定

める条例（平成２５年富谷町条例第１５号。

以下「指定地域密着型介護予防サービス基準

条例」という。）第５条第１項に規定する単

独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併
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せて受け，かつ，単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護の事業と単独型・併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護（同項第１号

に規定する単独型・併設型指定介護予防認知

症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事

業とが同一の事業所において一体的に運営さ

れている場合にあっては，当該事業所におけ

る単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

又は単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護の利用者。以下この条において同

じ。）に対して一体的に行われるものをいい

，その利用定員（当該単独型・併設型指定認

知症対応型通所介護事業所において同時に単

独型・併設型指定認知症対応型通所介護の提

供を受けることができる利用者の数の上限を

いう。第６３条第２項第１号アにおいて同じ

。）を１２人以下とする。 

５～７ 略 

第６２条～第１９０条 略 

 （従業者の員数等） 

第１９１条 略 

２～１０ 略 

１１ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者

は，登録者に係る居宅サービス計画及び看護

小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従

事する介護支援専門員を置かなければならな

い。ただし，当該介護支援専門員は，利用者

の処遇に支障がない場合は，当該指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従

せて受け，かつ，単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護の事業と単独型・併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護（同項第１号

に規定する単独型・併設型指定介護予防認知

症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事

業とが同一の事業所において一体的に運営さ

れている場合にあっては，当該事業所におけ

る単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

又は単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護の利用者。以下この条において同

じ。）に対して一体的に行われるものをいい

，その利用定員（当該単独型・併設型指定認

知症対応型通所介護事業所において同時に単

独型・併設型指定認知症対応型通所介護の提

供を受けることができる利用者の数の上限を

いう。第６３条第２項第１号アにおいて同じ

。）を１２人以下とする。 

５～７ 略 

第６２条～第１９０条 略 

 （従業者の員数等） 

第１９１条 略 

２～１０ 略 

１１ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者

は，登録者に係る居宅サービス計画及び看護

小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従

事する介護支援専門員を置かなければならな

い。ただし，当該介護支援専門員は，利用者

の処遇に支障がない場合は，当該指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従
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事し，又は当該指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所に併設する第７項各号に掲げる施

設等の職務に従事することができる。 

１２～１４ 略 

第１９２条～第２０１条 略 

 （準用） 

第２０２条 第９条から第１３条まで，第２０

条，第２２条，第２８条，第３４条から第３

８条まで，第４０条，第４１条，第５９条の

１１，第５９条の１３，第５９条の１６，第

５９条の１７，第８７条から第９０条まで，

第９３条から第９５条まで，第９７条，第９

８条，第１００条から第１０４条まで及び第

１０６条の規定は，指定看護小規模多機能型

居宅介護の事業について準用する。この場合

において，第９条第１項中「第３１条に規定

する運営規程」とあるのは「第２０２条にお

いて準用する第１００条に規定する重要事項

に関する規程」と，「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「看護小規

模多機能型居宅介護従業者」と，第３４条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者

」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護

従業者」と，第５９条の１１第２項中「この

節」とあるのは「第９章第４節」と，第５９

条の１３中「地域密着型通所介護従業者」と

あるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」と，第５９条の１７第１項中「地域密着

型通所介護について知見を有する者」とある

事し，又は当該指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所に併設する前項各号 に掲げる施

設等の職務に従事することができる。 

１２～１４ 略 

第１９２条～第２０１条 略 

 （準用） 

第２０２条 第９条から第１３条まで，第２０

条，第２２条，第２８条，第３４条から第３

８条まで，第４０条，第４１条，第５９条の

１１，第５９条の１３，第５９条の１６，第

５９条の１７，第８７条から第９０条まで，

第９３条から第９５条まで，第９７条，第９

８条，第１００条から第１０４条まで及び第

１０６条の規定は，指定看護小規模多機能型

居宅介護の事業について準用する。この場合

において，第９条第１項中「第３１条に規定

する運営規程」とあるのは「第２０２条にお

いて準用する第１００条に規定する重要事項

に関する規程」と，「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「看護小規

模多機能型居宅介護従業者」と，第３４条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者

」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護

従業者」と，第５９条の１１第２項中「この

節」とあるのは「第９章第４節」と，第５９

条の１３中「地域密着型通所介護従業者」と

あるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」と，第５９条の１７第１項中「地域密着

型通所介護について知見を有する者」とある
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のは「看護小規模多機能型居宅介護について

知見を有する者」と，「６月」とあるのは「

２月」と，「活動状況」とあるのは「通いサ

ービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動

状況」と，第８７条中「第８２条第１２項」

とあるのは「第１９１条第１３項」と，第８

９条及び第９７条中「小規模多機能型居宅介

護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型

居宅介護従業者」と，第１０６条中「第８２

条第６項  」とあるのは「第１９１条第７

項各号」と読み替えるものとする。 

のは「看護小規模多機能型居宅介護について

知見を有する者」と，「６月」とあるのは「

２月」と，「活動状況」とあるのは「通いサ

ービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動

状況」と，第８７条中「第８２条第１２項」

とあるのは「第１９１条第１３項」と，第８

９条及び第９７条中「小規模多機能型居宅介

護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型

居宅介護従業者」と，第１０６条中「第８２

条第６項各号」とあるのは「第１９１条第７

項各号」と読み替えるものとする。 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第 ３号 

 

   富谷市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準を定める条例の一部改正について 

 富谷市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地

域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

を定める条例（平成２５年富谷町条例第１５号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

平成３０年８月２９日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 介護保険法施行規則等の一部を改正する等の省令（平成３０年厚生労働省令第３０

号）による指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地

域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第３６号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。 



 

   富谷市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地

域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例 

 富谷市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める

条例（平成２５年富谷町条例第１５号）の一部を次のように改正する。 
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改 正 後 現 行 

第１条～第３条 略 

第４条 指定地域密着型介護予防サービスに該

当する介護予防認知症対応型通所介護（以下

「指定介護予防認知症対応型通所介護」とい

う。）の事業は，その認知症（法第５条の２

第１項に規定する認知症をいう。以下同じ。

）である利用者（その者の認知症の原因とな

る疾患が急性の状態にある者を除く。以下同

じ。）が可能な限りその居宅において，自立

した日常生活を営むことができるよう，必要

な日常生活上の支援及び機能訓練を行うこと

により，利用者の心身機能の維持回復を図り

，もって利用者の生活機能の維持又は向上を

目指すものでなければならない。 

第５条～第９０条 略 

第１条～第３条 略 

第４条 指定地域密着型介護予防サービスに該

当する介護予防認知症対応型通所介護（以下

「指定介護予防認知症対応型通所介護」とい

う。）の事業は，その認知症（法第５条の２

第１項に規定する認知症をいう。以下同じ。

）である利用者（その者の認知症の原因とな

る疾患が急性の状態にある者を除く。以下同

じ。）が可能な限りその居宅において，自立

した日常生活を営むことができるよう，必要

な日常生活上の支援及び機能訓練を行うこと

により，利用者の心身機能の維持回復を図り

，もって利用者の生活機能の維持又は向上を

目指すものでなければならない。 

第５条～第９０条 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第 ４号 

 

   富谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正に

ついて 

 富谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年富谷

町条例第１９号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

  平成３０年８月２９日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）

一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。 



 

   富谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例 

 富谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年富谷

町条例第１９号）の一部を次のように改正する。 
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改 正 後 現 行 

第１条～第４条 略 

 （家庭的保育事業者等の一般原則） 

第５条 略 

２～４ 略 

５ 家庭的保育事業所等（居宅訪問型保育事業

を行う場所を除く。次項，次条第１項第２号

，第１４条第２項及び第３項，第１５条第１

項並びに第１６条第１項において同じ。）に

は，法に定めるそれぞれの事業の目的を達成

するために必要な設備を設けなければならな

い。 

６ 略 

 （保育所等との連携） 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育

事業を行う者（以下「居宅訪問型保育事業者

」という。）を除く。以下この条，次条第１

項，第１４条第１項及び第２項，第１５条第

１項，第２項及び第５項，第１６条並びに第

１７条第１項から第３項まで並びに附則第３

条において同じ。）は，利用乳幼児に対する

保育が適正かつ確実に行われ，及び家庭的保

育事業者等による保育の提供の終了後も満３

歳以上の児童に対して必要な教育（教育基本

法（平成１８年法律第１２０号）第６条第１

項に規定する法律に定める学校において行わ

第１条～第４条 略 

 （家庭的保育事業者等の一般原則） 

第５条 略 

２～４ 略 

５ 家庭的保育事業所等（居宅訪問型保育事業

を行う場所を除く。次項，次条第２号    

，第１４条第２項及び第３項，第１５条第１

項並びに第１６条第１項において同じ。）に

は，法に定めるそれぞれの事業の目的を達成

するために必要な設備を設けなければならな

い。 

６ 略 

 （保育所等との連携） 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育

事業を行う者（以下「居宅訪問型保育事業者

」という。）を除く。以下この条，次条第１

項，第１４条第１項及び第２項，第１５条第

１項，第２項及び第５項，第１６条並びに第

１７条第１項から第３項まで並びに附則第３

条において同じ。）は，利用乳幼児に対する

保育が適正かつ確実に行われ，及び家庭的保

育事業者等による保育の提供の終了後も満３

歳以上の児童に対して必要な教育（教育基本

法（平成１８年法律第１２０号）第６条第１

項に規定する法律に定める学校において行わ
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改 正 後 現 行 

れる教育をいう。第３号において同じ。）又

は保育が継続的に提供されるよう，次に掲げ

る事項に係る連携協力を行う保育所（子ども

・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

第７条第４項に規定する保育所をいう。以下

同じ。），幼稚園（同項に規定する幼稚園を

いう。以下同じ。）又は認定こども園（同項

に規定する認定こども園をいう。以下同じ。

）（以下「連携施設」という。）を適切に確

保しなければならない。ただし，連携施設の

確保が著しく困難であると市が認める地域に

おいて家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事

業を除く。第１６条第２項第３号において同

じ。）を行う家庭的保育事業者等については

，この限りでない。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 必要に応じて，代替保育（家庭的保育事

業所等の職員の病気，休暇等により保育を

提供することができない場合に，当該家庭

的保育事業者等に代わって提供する保育を

いう。以下この条において同じ。）を提供

すること。 

 ⑶ 略 

２ 市長は，家庭的保育事業者等による代替保

育の提供に係る連携施設の確保が著しく困難

であると認める場合であって，次の各号に掲

げる要件の全てを満たすと認めるときは，前

項第２号の規定を適用しないことができる。 

 ⑴ 家庭的保育事業者等と次項に規定する連

れる教育をいう。第３号において同じ。）又

は保育が継続的に提供されるよう，次に掲げ

る事項に係る連携協力を行う保育所（子ども

・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

第７条第４項に規定する保育所をいう    

  。），幼稚園（同項に規定する幼稚園を

いう     。）又は認定こども園（同項

に規定する認定こども園をいう     。

）（以下「連携施設」という。）を適切に確

保しなければならない。ただし，連携施設の

確保が著しく困難であると市が認める地域に

おいて家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事

業を除く。第１６条第２項第３号において同

じ。）を行う家庭的保育事業者等については

，この限りでない。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 必要に応じて，代替保育（家庭的保育事

業所等の職員の病気，休暇等により保育を

提供することができない場合に，当該家庭

的保育事業者等に代わって提供する保育を

いう            。）を提供

すること。 

 ⑶ 略 
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改 正 後 現 行 

携協力を行う者との間でそれぞれの役割の

分担及び責任の所在が明確化されているこ

と。 

 ⑵ 次項に規定する連携協力を行う者の本来

の業務の遂行に支障が生じないようにする

ための措置が講じられていること。 

３ 前項の場合において，家庭的保育事業者等

は，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，そ

れぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に

掲げる事項に係る連携協力を行う者として適

切に確保しなければならない。 

 ⑴ 当該家庭的保育事業者等が家庭的保育事

業等を行う場所又は事業所（次号において

「事業実施場所」という。）以外の場所又

は事業所において代替保育が提供される場

合 第２７条に規定する小規模保育事業Ａ

型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所

内保育事業を行う者（次号において「小規

模保育事業Ａ型事業者等」という。） 

 ⑵ 事業実施場所において代替保育が提供さ

れる場合 事業の規模等を勘案して小規模

保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有す

ると市が認める者 

第７条～第１５条 略 

 （食事の提供の特例） 

第１６条 略 

２ 搬入施設は，次の各号に掲げるいずれかの

施設とする。 

 ⑴～⑶ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７条～第１５条 略 

 （食事の提供の特例） 

第１６条 略 

２ 搬入施設は，次の各号に掲げるいずれかの

施設とする。 

 ⑴～⑶ 略 
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改 正 後 現 行 

 ⑷ 保育所，幼稚園，認定子ども園等から調

理業務を受託している事業者のうち，当該

家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十

分に認識し，衛生面，栄養面等，調理業務

を適切に遂行できる能力を有するとともに

，利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに

健康状態に応じた食事の提供や，アレルギ

ー，アトピー等への配慮，必要な栄養素量

の給与等，乳幼児の食事の内容，回数及び

時機に適切に応じることができる者として

市が適当と認めるもの（家庭的保育事業者

が第２２条に規定する家庭的保育事業を行

う場所（第２３条第２項に規定する家庭的

保育者の居宅に限る。附則第２条第２項に

おいて同じ。）において家庭的保育事業を

行う場合に限る。） 

第１７条～第４４条 略 

 （連携施設に関する特例） 

第４５条 保育所型事業所内保育事業を行う者

にあっては，連携施設の確保に当たって，第

６条第１項第１号及び第２号に係る連携協力

を求めることを要しない。 

第４６条～第４８条 略 

   附 則 

第１条 略 

 （食事の提供の経過措置） 

第２条 この条例の施行の日（以下「施行日」

という。）の前日において現に存する法第３

９条第１項に規定する業務を目的とする施設

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１７条～第４４条 略 

 （連携施設に関する特例） 

第４５条 保育所型事業所内保育事業を行う者

にあっては，連携施設の確保に当たって，第

６条第１号   及び第２号に係る連携協力

を求めることを要しない。 

第４６条～第４８条 略 

   附 則 

第１条 略 

 （食事の提供の経過措置） 

第２条 この条例の施行の日（以下「施行日」

という。）の前日において現に存する法第３

９条第１項に規定する業務を目的とする施設
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改 正 後 現 行 

又は事業を行う者（次項において「施設等」

という。）が，施行日以後に家庭的保育事業

等の認可を得た場合においては，施行日から

起算して５年を経過する日までの間は，第１

５条，第２２条第４号（調理設備に係る部分

に限る。），第２３条第１項本文（調理員に

係る部分に限る。），第２８条第１号（調理

設備に係る部分に限る。）（第３２条及び第

４８条において準用する場合を含む。）及び

第４号（調理設備に係る部分に限る。）（第

３２条及び第４８条において準用する場合を

含む。），第２９条第１項本文（調理員に係

る部分に限る。），第３１条第１項本文（調

理員に係る部分に限る。），第３３条第１号

（調理設備に係る部分に限る。）及び第４号

（調理設備に係る部分に限る。），第３４条

第１項本文（調理員に係る部分に限る。），

第４３条第１号（調理室に係る部分に限る。

）及び第５号（調理室に係る部分に限る。）

，第４４条第１項本文（調理員に係る部分に

限る。）並びに第４７条第１項本文（調理員

に係る部分に限る。）の規定は，適用しない

ことができる。 

２ 前項の規定にかかわらず，施行日以後に家

庭的保育事業（第２２条に規定する家庭的保

育事業を行う場所において実施されるものに

限る。）の認可を得た施設等については，施

行日から起算して１０年を経過する日までの

間は，第１５条，第２２条第４号（調理設備

又は事業を行う者             

     が，施行日以後に家庭的保育事業

等の認可を得た場合においては，施行日から

起算して５年を経過する日までの間は，第１

５条，第２２条第４号（調理設備に係る部分

に限る。），第２３条第１項本文（調理員に

係る部分に限る。），第２８条第１号（調理

設備に係る部分に限る。）（第３２条及び第

４８条において準用する場合を含む。）及び

第４号（調理設備に係る部分に限る。）（第

３２条及び第４８条において準用する場合を

含む。），第２９条第１項本文（調理員に係

る部分に限る。），第３１条第１項本文（調

理員に係る部分に限る。），第３３条第１号

（調理設備に係る部分に限る。）及び第４号

（調理設備に係る部分に限る。），第３４条

第１項本文（調理員に係る部分に限る。），

第４３条第１号（調理室に係る部分に限る。

）及び第５号（調理室に係る部分に限る。）

，第４４条第１項本文（調理員に係る部分に

限る。）並びに第４７条第１項本文（調理員

に係る部分に限る。）の規定は，適用しない

ことができる。 
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改 正 後 現 行 

に係る部分に限る。）及び第２３条第１項本

文（調理員に係る部分に限る。）の規定は，

適用しないことができる。この場合において

，当該施設等は，第３条第１項に規定する利

用乳幼児への食事の提供を同項に規定する家

庭的保育事業所等内で調理する方法（第１０

条の規定により，当該家庭的保育事業所等の

調理設備又は調理室を兼ねている他の社会福

祉施設等の調理施設において調理する方法を

含む。）により行うために必要な体制を確保

するよう努めなければならない。 

 （連携施設に関する経過措置） 

第３条 家庭的保育事業者等は，連携施設の確

保が著しく困難であって，子ども・子育て支

援法第５９条第４号に規定する事業による支

援その他の必要な適切な支援を行うことがで

きると市が認める場合は，第６条第１項本文

の規定にかかわらず，施行日から起算して５

年を経過する日までの間，連携施設の確保を

しないことができる。 

第４条・第５条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （連携施設に関する経過措置） 

第３条 家庭的保育事業者等は，連携施設の確

保が著しく困難であって，子ども・子育て支

援法第５９条第４号に規定する事業による支

援その他の必要な適切な支援を行うことがで

きると市が認める場合は，第６条本文     

の規定にかかわらず，施行日から起算して５

年を経過する日までの間，連携施設の確保を

しないことができる。 

第４条・第５条 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第 ５号 

 

   富谷市都市公園条例の一部改正について 

 富谷市都市公園条例（昭和５２年富谷町条例第２３号）の一部を別紙のとおり改正

する。 

 

 

  平成３０年８月２９日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 都市公園使用の際，光熱水費の実費相当額を徴収するため，所要の改正を行うもの。 



 

   富谷市都市公園条例の一部を改正する条例 

 富谷市都市公園条例（昭和５２年富谷町条例第２３号）の一部を次のように改正する。 
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改 正 後 現 行 

第１条～第１９条 略 

別表第１～別表第１の３ 略 

別表第２（第１１条関係） 

 ⑴ 第３条第１項各号に掲げる行為を屋外で

する場合の使用料 

区分 単位 金額 

⑴ 第３条第１項第１号に

掲げる行為 

略 略 

⑷ 第３条第１項第４号に掲げる行為（別表第３の適

用がある場合を除く。） 

月をもって許可するもの 略 略 

日をもって許可するもの 略 略 

  備考 

   ⑴ 他の市町村の者が使用する場合の使

用料は，この表に規定する使用料の額

の５割増の額（１０円未満の端数が生

じたときは，これを切り捨てた額）と

する。 

   ⑵ 光熱水費が伴う場合の使用料は，こ

の表に規定する使用料に，その実費に

相当する額を加算した額とする。 

 ⑵ 略 

別表第３・別表第４ 略 

第１条～第１９条 略 

別表第１～別表第１の３ 略 

別表第２（第１１条関係） 

 ⑴ 第３条第１項各号に掲げる行為を屋外で

する場合の使用料 

区分 単位 金額 

⑴ 第３条第１項第１号に

掲げる行為 

略 略 

⑷ 第３条第１項第４号に掲げる行為（別表第３の適

用がある場合を除く。） 

月をもって許可するもの 略 略 

日をもって許可するもの 略 略 

  備考 他の市町村の者が使用する場合の使

用料は，この表に規定する使用料の額

の５割増の額（１０円未満の端数が生

じたときは，これを切り捨てた額）と

する。 

 

 

 

 

 ⑵ 略 

別表第３・別表第４ 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 

 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 



25 
 

議案第１２号 

 

土地の取得について 

市道穀田三ノ関線道路用地として，下記の土地を取得しようとする。よって，議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年富谷町条例第３

号）第３条の規定により，議会の議決を求める。 

記 

１ 所  在  地   富谷市富谷狸屋敷２０８番の一部ほか３８筆 

            

２ 面 積   ２２，６７１．９３平方メートル 

            

３ 取 得 価 格   １２３，１５９，９８８円也 

            

４ 契約の相手方    

                    ほか１２人，法人６者 

             

              

  平成３０年８月２９日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

提案理由 

 市道穀田三ノ関線道路用地として取得するため。 



住　　所 氏　名

富谷市富谷狸屋敷
208番の一部ほか６筆

山林ほか 8,007.25

富谷市富谷狸屋敷
219番2の一部ほか１筆

山林ほか 2,056.06

富谷市富谷狸屋敷
190番3の一部

山林

富谷市富谷狸屋敷
190番3の一部

山林

富谷市富谷狸屋敷
190番3の一部

山林

富谷市三ノ関坂ノ下
129番1の一部

山林 0.49

富谷市三ノ関坂ノ下
106番8の一部

宅地 754.09

富谷市富谷狸屋敷
211番の一部

畑 480.52

富谷市三ノ関坂ノ下
110番5の一部ほか２筆

山林ほか 1,294.84

富谷市三ノ関坂ノ下
110番4の一部ほか１筆

山林ほか 848.92

富谷市三ノ関坂ノ下
129番2の一部ほか１筆

山林 539.53

富谷市三ノ関坂ノ下
124番4の一部ほか１筆

宅地ほか 119.61

富谷市三ノ関坂ノ下
124番24の全部ほか１筆

雑種地

富谷市三ノ関坂ノ下
124番6の一部ほか１０筆

宅地ほか

富谷市三ノ関坂ノ下
124番6の一部ほか１０筆

宅地ほか

富谷市三ノ関坂ノ下
124番6の一部ほか１０筆

宅地ほか

富谷市三ノ関坂ノ下
124番6の一部ほか１０筆

宅地ほか

富谷市三ノ関坂ノ下
124番6の一部ほか１０筆

宅地ほか

富谷市富谷狸屋敷
212番の一部ほか２筆

山林 1,478.74

富谷市三ノ関坂ノ下
109番1の一部ほか２筆

山林ほか 1,116.61

22,671.93合計

706.53 共有

5,268.74 共有

相　手　方　一　覧

所　　有　　者
所在地 地目 地積（㎡） 摘　要
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議案第１３号 

 

   平成３０年度市道穀田三ノ関線道路改良工事請負契約の締結について 

 平成３０年７月１９日一般競争入札に付した，平成３０年度市道穀田三ノ関線道路改良工

事請負契約について，下記のとおり請負契約を締結するため，地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第９６条第１項第５号の規定により，議会の議決を求める。 

記 

 １ 契 約の目的    平成３０年度市道穀田三ノ関線道路改良工事 

   

 ２ 契 約の方法    一般競争入札 

    

 ３ 契 約 金 額    一金１５１，２００，０００円也 

    

 ４ 契約の相手方    富谷市志戸田北田子沢１０７番地 

   ああああああ     安藤建設工業株式会社 

   ああああああ     代表取締役 安 藤 照 男 

 

 

平成３０年８月２９日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 
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議案第１４号 

 

   教育委員会教育長の任命につき同意を求めることについて 

 教育委員会の教育長に下記の者を任命することについて，地方教育行政の組織及び運営に

関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１項の規定により，議会の同意を求める。 

記 

 住  所   

 

氏  名  菅 原  義 一 

 

生年月日   

 

 

平成３０年８月２９日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 教育委員会教育長 菅原義一の任期が，平成３０年１０月１４日をもって満了するため，

教育長として任命するもの。 
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議案第１５号 

 

   黒川地域行政事務組合規約の変更について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により，黒川地域行

政事務組合規約（平成３年宮城県（地）指令第１１１号）を別紙のとおり変更すること

について，同法第２９０条の規定により，議会の議決を求める。 

 

 

  平成３０年８月２９日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 黒川地域行政事務組合において共同処理している小・中学校結核対策委員会の設置及

び運営に関する事務を廃止することに伴い同組合規約を変更することにつき，協議する

もの。 
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黒川地域行政事務組合規約の一部を変更する規約 

 黒川地域行政事務組合規約（平成３年宮城県（地）指令第１１１号）の一部を次のよ

うに変更する。 

 第３条中第１４号を削り，第１５号を第１４号とし，第１６号を第１５号とし，第１

７号を第１６号とする。 

 第１６条第２項第２号中「第１６号」を「第１５号」に，「第１７号」を「第１６号

」に改め，同項第６号中「及び第１４号」を削り，同項第７号中「第３条第１５号」を

「第３条第１４号」に改める。 

別表第１（第１６条関係）中 

「 

第４号，第５号，

第６号，第１６号

及び第１７号 

２５％ ― ７５％ ― 

」を 

「 

第４号，第５号，

第６号，第１５号

及び第１６号 

２５％ ― ７５％ ― 

」に 

改め，同表第１４号の項を削る。 

 

   附 則 

 この規約は，知事の許可のあった日から施行する。 



 

黒川地域行政事務組合規約新旧対照表 
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改 正 後 現 行 

第１条・第２条 略 

（組合の共同処理する事務） 

第３条 組合は，次に掲げる事務及び事業を

共同処理する。 

 ⑴～⒀ 略 

                     

           

 ⒁ 略 

 ⒂ 略 

 ⒃ 略 

第３条の２～第１５条 略 

（経費の支弁方法） 

第１６条 略 

２ 前項第２号の関係市町村の負担金の負担方

法については，次の各号の定めるところによ

る。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３条第４号，第５号，第６号及び第１

５号並びに第１６号の事務に要する経費の

負担金については，別表第１に掲げる均等

割及び実績割（前年の１月から１２月まで

の実績による。）により算定した額を関係

市町村が負担する。 

 ⑶～⑸ 略 

 ⑹ 第３条第１３号      に要する経

費の負担金については，別表第１に掲げる

均等割及び在籍児童生徒数割（前年の１０

月１日の小・中学校在籍児童生徒数によ

る。）により算定した額を関係市町村が負

第１条・第２条 略 

（組合の共同処理する事務） 

第３条 組合は，次に掲げる事務及び事業を共

同処理する。 

 ⑴～⒀ 略 

 ⒁ 小・中学校結核対策委員会の設置及び運

営に関すること。 

 ⒂ 略 

 ⒃ 略 

 ⒄ 略 

第３条の２～第１５条 略 

（経費の支弁方法） 

第１６条 略 

２ 前項第２号の関係市町村の負担金の負担方

法については，次の各号の定めるところによ

る。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 第３条第４号，第５号，第６号及び第１

６号並びに第１７号の事務に要する経費の

負担金については，別表第１に掲げる均等

割及び実績割（前年の１月から１２月まで

の実績による。）により算定した額を関係

市町村が負担する。 

 ⑶～⑸ 略 

 ⑹ 第３条第１３号及び第１４号に要する経

費の負担金については，別表第１に掲げる

均等割及び在籍児童生徒数割（前年の１０

月１日の小・中学校在籍児童生徒数によ

る。）により算定した額を関係市町村が負
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改 正 後 現 行 

担する。 

 ⑺ 第３条第１４号の事務に要する経費の負

担金については，均等に関係市町村が負担

する。 

別表第１（第１６条関係） 

 区分 

 ＼ 

号別 
均等割 人口割 実績割 

在籍児

童生徒

数割 
管 理 運

営 並 び

に第 1号

及び第 2

号 

50% 50% － － 

第 3 号 30% 70% － － 

第 4号，

第 5号，

第 6号，

第 15 号

及 び 第

16 号 

25% － 75% － 

第 12 号 20% 80% － － 

第 13 号 70% － － 30% 

 

別表第２ 略 

担する。 

 ⑺ 第３条第１５号の事務に要する経費の負

担金については，均等に関係市町村が負担

する。 

別表第１（第１６条関係） 

 区分 

 ＼ 

号別 
均等割 人口割 実績割 

在籍児

童生徒

数割 
管 理 運

営 並 び

に第 1号

及び第 2

号 

50% 50% － － 

第 3 号 30% 70% － － 

第 4号，

第 5号，

第 6号，

第 16 号

及 び 第

17 号 

25% － 75% － 

第 12 号 20% 80% － － 

第 13 号 70% － － 30% 

第 14 号 50% － － 50% 

別表第２ 略 

 備考 改正箇所は下線が引かれた部分である。 
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諮問第 １号 

 

   人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 人権擁護委員の候補者として下記の者を推薦することについて，人権擁護委員法（昭

和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により，議会の意見を求める。 

記 

 住  所   

 

 氏  名  境 野  修 

 

 生年月日   

 

 

  平成３０年８月２９日提出 

 

富谷市長  若 生  裕 俊 

 

 

提案理由 

 人権擁護委員 菊地清は，平成３０年１２月３１日をもって任期満了となるため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


